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生可能エネルギーの導入が期待されている。中国の国家計画として、2011 年からの第 12 次
5 ヵ年計画期間に、天然ガスを利用した分散型電源システム関連プロジェクトを 1,000 ヵ所










































上海 HY 飯店を研究対象とし、エネルギー消費量の実測データを用い、特性を解析し、CGS の
導入による省エネルギー性・経済性・環境性を明らかにする。結果から見ると、現状では、
当ホテルは 350 kW の CGS を導入しているが、本研究で紹介した「 大直方体法」を利用し


















ば、経済性を注目する場合、GE システムは も良いオプションで、そうでなければ、FC シ
ステムは 優先の選択である。なお、特定な設計と管理モードは特定な CGS 技術に適する。
総合的にいえば、（熱主電従）HT と（自立）EI モードを採用する場合、GE システムは 優
先の選択であり、（電主熱従）ET モードでは、FC システムが 良である。更に、天然ガス
価格を下げる方法は住宅における CGS の導入を推進することができる。天然ガスの価格は
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メリカを抜いて CO2 排出量が世界一になるのが現状である（図 1参照）。中国政府は温暖化
防止対策として、2009 年 11 月 26 日、国内総生産あたりの CO2 排出量を 2020 年までに、2005
年比で 40-45％削減するという目標を公式に発表した。 
また、2011 年度から実施されている「第十二次五ヵ年規画」では、「資源節約型・環境友
好型社会の構築」が 重要政策の一つに位置付けられ、2015 年までに GDP 当たりのエネル





図 1-1 国別の二酸化炭素排出量 2）（2009 年） 
（出典：EDMC/エネルギー・経済統計要覧 2012 年版） 






























定義はきわめて曖昧であり、容量が数 kW の太陽光発電から容量が 10 万 kW を超える火力
発電所などまで幅広い設備を指す言葉として使用されているのが実態である。分散型エネ



























































て、導入された分散型エネルギーシステムは CGS に中心になっている。現在、中国で も

















































































第 4 章と第 5 章では、単一ビル（ホテルと高層住宅）を検討対象に、CGS の導入効果の
評価を行い、省エネルギー性、環境保全性と経済性の評価結果に基づき、総合的な評価も
行う。 
 第 6 章では、複数建物を含める地域を研究対象とし、CGS 及び再生可能分散型エネルギ
ーの導入可能性を検討し、システム連携によるエネルギーの面的利用の有効性が望ましい
ことを明らかにする。 
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1.3 従来研究 





















て も現実的な技術は天然ガス CGS などの成熟技術であるが、その年間コスト削減率は
0.7％しかない。 
② 都市部の資源はかなり限定的であるため、モデル地域の自然資源を 大限利用して
も（ケース⑤）、全電力需要に占めるオンサイト発電量の割合が約 24.1％しかない。  
③ 分散型エネルギーの導入により、CO2 排出量はある程度削減できるが、費用対効果の





できる。売電価格は約 16 円/kWh 以上になると、PV は自発的に導入され、 適型（ケース
②）の年間コスト削減率は次第に増加する。また、バイオガス価格は約 18 円/m3以下まで下
げると、バイオガス CGS の導入がはじめ、システムの経済性も良くなることができる。 
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1.3.2 上海市超高層複合施設のコージェネレーションシステムの導入に関する研究 18） 






① 熱需要の高い対象ビルでは、電主熱従の CGS 運転方式では、導入規模（発電容量）
の増加につれ、省エネルギー性も増加していくが、一定の規模に達してから、規模の増加
に対して、省エネルギー率の増加は緩やかになってくる。本研究対象では、経済性及び省
エネルギー性の視点から、妥当的な CGS 導入発電容量は一般電力需要のピークの 6 割程度





のではなく、 も省エネルギーの 適解が存在することが分かった。本対象では、CGS の発







発電効率が も重要な影響因子となり、次に燃料料金の増加率、CGS 発電容量、CGS 台数の
順であり、これらの重要因子を考慮して計画し、評価することが肝要である。 
 
表 1-1 省エネルギー性重要因子特徴 
説明変数名 偏回帰係数 標準偏回帰係数 F値 判定マーク 偏相関 単相関
発電効率(%) 1.171 0.720 101.744 [**] 0.712 0.494
ガス料金の増加率(%) -0.058 -0.384 42.600 [**] -0.548 -0.207
電気料金の増加率(%) 0.086 0.377 57.563 [**] 0.606 0.382
CGS容量(kW) 0.002 0.370 50.412 [**] 0.581 0.486
最小負荷率(%) -0.208 -0.341 9.265 [**] -0.293 -0.010
CGS台数(台) 2.327 0.265 5.101 [* ] 0.221 0.062
熱回収効率(%) 0.483 0.171 11.575 [**] 0.324 0.016
定数項 -52.010
※1:重相関係数R＝0.875           ※2：目的変数（一次エネルギー削減率(%)） 
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 しかし、コージェネの導入により、CO2 および SOx の大幅な排出削減という環境的利益を
見込むことができる。ここで検討したケースでは、CO2 削減費用は 74 $/t-C（SOx 削減によ
る脱硫費用回避分を考慮すると、43 $/t-C）と推計され、京都議定書による日本の CO2 排
出目標を国内対策だけで達成しようとする場合の追加的削減費用と比べて安価となる。そ



























































  ～722 万$/年）
 
 
図 1-3 コージェネ導入 CDM プロジェクトの資金と利益の流れ 
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1.3.4 中国都市部への天然ガスビルコージェネレーションの導入 20） 
 安芸らは、中国都市部への天然ガスビル CGS の導入に関する研究を行った。論文では、
対策の一つとして中国の都市部（北京、上海等）における民生部門のエネルギー需要家（住











シナリオの計算結果（表 1-2）から、現在のところ、BCHP 導入に対して系統連系ガイド 
ラインの不備や石炭、電力及びガス等エネルギー間の料金バランスなどといった制度的な 
障害が大きいこと、それらが改善され BCHP 導入が進めば十分な二酸化炭素排出削減が期待 
できることがわかっていた。 
 
表 1-2 シナリオの計算結果 
 
  DH HVAC BCHP 
CO2 排出量 (ton) 928 977 613 
一次エネルギー消費量 (Gcal) 7530 8082 6942 
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準の 24％により遥かに低い。中国天然ガスの発展は 30 年ほど遅れ、これはエネルギー効率
が世界平均水準より 13％低いの重要な原因となっている。中国天然ガスの供給力と市場動



































準炭換算）は年平均 6.2%の増加率を示している。2009 年の一次エネルギー消費量は 1990
年の約 3.3 倍に達した。近年もエネルギー消費量は依然として著しい増加傾向を示してお
り、2000 年から 2010 年までの 10 年間の年平均増加率は 8%を超えている 1）。現在、中国
はアメリカに次ぎ、世界第 2 位のエネルギー消費大国である 2）（図 2-1 参照）。 



























図 2-1 一次エネルギー消費量の国際比較 
（出典：エネルギー・経済統計要覧） 
 


























図 2-2 一次エネルギー需給の推移 




















図 2-3 一人当たり一次エネルギー消費量の国際比較 
（出典：エネルギー・経済統計要覧） 
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（2）エネルギー源別エネルギー消費量 
産業構造の変化にともない、エネルギー消費構造も変化している。一次エネルギー消費
量のエネルギー源別の構成比を見ると、2010 年は 1990 年と比較して石炭の占める割合が























石炭 原油 天然ガス 水力
 
 









エネルギー総消費量の 68％を占めるに対し、日本は約 23％、フランスは約 3％しかない。
中国政府は石炭中心のエネルギー構造の問題点を認識し、中国の国家計画として、2011 年
からの第 12 次 5 ヵ年計画エネルギー計画では「削減（石炭）」と「増加（天然ガス）」とい
う二つの目標を提出した。国家エネルギー局の予測によると、「十二・五」の期末、即ち 2015
年までに、一次エネルギー消費に占める石炭の割合を 2010 年の 68％から 63％に削減し、
天然ガス消費の割合を現在の 4.4％から 8.3％に増やすことにする 3）。 
 




















原油 天然ガス 石炭 水力、原子力
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図 2-6 部門別エネルギー消費量の推移 
（出典：中国統計年鑑 2012 年版） 
 
（4）エネルギー効率 
 図 2-7 には、中国における GDP 当たりのエネルギー消費量を 100％とした場合の主要国
の GDP 当たりエネルギー消費量を示す。前述のとおり、中国ではエネルギー消費の効率化
によって、1991 年と比べて 4 分の 1 まで削減したものの、先進諸国と比較すると、依然







2011 年 3 月に採択された第 12 次 5 カ年計画においては、2015 年までに 2010 年の単位 GDP
当たりのエネルギー消費量の 17％削減目標を「拘束性」目標（必達目標）として設定して
いる。また、中国の「エネルギー中長期発展計画綱要」では、2000 年から 2020 年の間に
エネルギー消費の伸びを 2 倍に抑えながら、GDP を 4 倍にするという目標が掲げられてい
る。この目標を達成するためには、大幅なエネルギー効率の改善が必要な状況である。 
 







中国 日本 アメリカ フランス ドイツ イギリス
 
 







 静態的な視点から見ると、2004 年の中国の総延べ床面積ストックは約 400 億 m2（都市部
は約 140 億 m2）で、そのうち省エネルギー建築（省エネルギー基準に従って、建築計画の
パーティション、群体と単体、建物の方向・間隔、太陽輻射、風向及び外部空間の環境な
どを十分に考慮した上、設計したエネルギー消耗量が低い建物）は約 3.2 億 m2、建築総面
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2.2.2 中国におけるエネルギー消費の展望 
 IEA の予測によると、予想した経済成長を遂げた場合、中国の一次エネルギー消費量は、
2020 年には 2009 年の 1.5 倍に当たる 3,345 百万 t（石油換算）、2035 年には 1.7 倍に当
























図 2-9 中国の一次エネルギー供給予測 











ると予想されている（図 2-11 参照）。 
 



















石炭 石油 天然ガス 原子力 水力 バイオマスと廃棄物 その他の再生可能エネルギー
 
図 2-10 中国の一次エネルギー供給予測（エネルギー源別構成比） 





















産業 交通 民生 その他
 
図 2-11 部門別エネルギー需要の見通し 
（出典：World Enery Outlook 2011） 
 




降水量 1,254.9mm である。 
2013 年 3 月 1 日、中国上海市が 2012 年の人口統計データを発表した。報告によると 2012
年、上海市の常住人口は 2380 万人に達した。この内、上海戸籍を所有する人口は、全体の




海国民生産総額 GDP は 20101.33 億元で、前年と比べで 7.5％増加している。産業別では、
第一次産業の增加值が 127.8 億元で、0.5％に上昇し、第二次産業の增加值が 7912.77 億元
で、3.1％に上昇し、第三次産業の增加值が 12060.76 億元で、10.6％に上昇した。その中
で、第三次産業の発展が著しく、全上海の GDP 総額を占める割合は始めて 60％に達した。 
（1）一次エネルギー消費量 
 上海市におけるエネルギー消費量の推移を図 2-12 に示す 8)。1995 年から 2010 年にかけ
て、上海市のエネルギー消費量は増加の一途をたどってきた。2010 年の消費量は 11,161 万




















































図 2-12 上海市エネルギー消費量の推移 
（出典：上海統計年鑑 2012 年版） 
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（2）エネルギー源別消費量 
エネルギー源別の消費量をみると、石炭の割合が 2007 年の 42％から 2010 年の 41%に減
少したものの、依然として主要なエネルギー源である。石炭に次いで、原油が 15％、天然


















石炭 石油 天然ガス 電力
 
 
図 2-13 エネルギー源別消費構成の推移 
（出典：上海統計年鑑 2012 年版） 
 
（3）部門別エネルギー消費量 
部門別のエネルギー消費量の推移を表 2-1 に示す 9)。上海市では第二次産業でのエネルギ
ー消費量が も多く全体の約 58.4％を占める。第二次産業に次いで、第三次産業が 32.0％
で、家庭部門の 9.0％で、第一次産業の 0.6％である。2000 年以降の増加率を見ると、第
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表 2-1 部門別エネルギー消費量の推移（万トン標準炭） 
（出典：上海エネルギー白書 2011 年版） 
 
  2000 2005 2009 2010 
エネルギー消費量 5499  8225  10367  11161  
第一次産業 103  61  63  63  
第二次産業 3866  5270  6003  6514  
第三次産業 1069  2249  3352  3577  




















第一次産業 第二次産業 第三次産業 家庭部門
 
 
図 2-14 部門別エネルギー消費増加率（対 2000 年） 
（出典：上海統計年鑑 2012 年版） 
 
（4）エネルギー効率 
図 2-15 を見ると、GDP あたりのエネルギー消費量は、1995 年以降一貫して改善してき
た。2010 年の GDP あたりエネルギー消費量は 0.65t-標準炭換算/万元で、1995 年の約 3 分
の１になっている。これは、主に上海市で進められてきた産業構造改革の成果であると言
われている。また、同時に、上海市政府は省エネルギー技術開発に対する支援も行ってき






























































図 2-15 GDP あたりのエネルギー消費量 
（出典：上海統計年鑑 2012 年版） 
 
（5）電力消費量 
上海市における電力消費量の推移を図 2-16 に示す。電力消費量は、1995 年から 2010 年


























図 2-16 電力消費量の推移 
（出典：上海統計年鑑 2012 年版） 
 
（6）エネルギー消費量の見通し 
上海市が公表した 2015 年までの一次エネルギー消費量の見通しを表 2-2 に示す。2015
年のエネルギー消費量は 2010 年に比べて 1.2 倍と予測されている。また、石炭の割合を低
減し、天然ガスや電力に転換する計画も盛り込まれている。 
 
表 2-2 一次エネルギー消費の見通し 
部門 
エネルギー消費量（万トン標準炭） 
2010 年 2015 年 
工業 5569 6169 
通信業 38 54 
交通 1702 2282 
建築業 218 228 
商業 25 37 
ホテル 38 58 
病院 18 28 
政府機関 7.3 7.3 
金融 36 52 
教育 32 46 




















電気に比べてエネルギー効率が 2倍以上になります。化石燃料の中で、CO2 排出量が も少
ない燃料の天然ガスを使うので、地球環境保全効果がとても大きくなる。CGS の特徴は以下
のようにまとめる。 
①  環境保全性 






②  安定確保性 
























イクルシステムとしての需要が期待されている(ガスタービン 2 台と蒸気タービン 1 台の
組合せて 50MW 級、発電効率約 50％)。表 2-3 と表 2-4 はそれぞれガスタービン分散型エネ
ルギーシステムの特点と性能を示す 10)。 
 
表 2-3 ガスタービン分散型エネルギーシステムの特徴 
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表 2-4 ガスタービンの性能 
 
ガスタービンの特性 
1000 kW 5000 kW 10000 kW 
2003 年 2020 年 2003 年 2020 年 2003 年 2020 年 
1kW の総コスト （$/kW) 800  692  490  442  490  442  
運転管理コスト（$/kW/年) 76.80 64.00  46.80 39.00 44.30  36.92 
発電効率 0.25 0.31  0.31 0.40 0.33  0.42  
熱輸出（kJ/kWh) 8289 5959  5959 3932 5600  3476  
総合効率 0.72 0.73  0.73 0.74 0.74  0.74  







散型電源としてのマイクロタービン･コージェネへのが期待している。表 2-5 と表 2-6 はそ
れぞれマイクロガスタービン分散型エネルギーシステムの特点と性能を示す 10)。 
 
表 2-5 マイクロガスタービン分散型エネルギーシステムの特徴 
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2003 年 2020 年 
1kW の総コスト （$/kW) 800  350  
運転管理コスト（$/kW/年) 90.00  75.00  
発電効率（%) 28.70 40.20 
熱輸出（kJ/kWh) 4768 2931 
総合効率（%) 59 65 
電熱比 0.76 1.24 
 
（2）ディーゼルエンジン・ガスエンジン 






















りを反映して、 近では 3000～5000kW クラスの大型機が産業用に設置されるケースも出て
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きている。また、発電と給湯が可能な 10kW 未満の超小型ガスエンジンパッケージを家庭や
小規模店舗に設置するケースも増加してきている。表 2-7 と表 2-8 はそれぞれガスエンジ
ン分散型エネルギーシステムの特点と性能を示す。 
 
表 2-7 ガスエンジン分散型エネルギーシステムの特点 
 







ピーク送電 良い インストールコストが低く、スタートが速い。 
クリーンエネルギー 良くない 




表 2-8 ガスエンジンの性能 
 
ディーゼルの特性 
1000kW 5000kW 10000kW 
2003 年 2020 年 2003 年 2020 年 2003 年 2020 年 
1ｋW の総コスト （$/kW) 550  400  430  300  380  320  
運転管理コスト（$/kW/年) 131.20 109.33 85.20 71.00  82.70  68.92  
発電効率（%) 31.5 34.2 35.7 40.6 37.5 42.5 
熱輸出（kJ/kWh) 6023 5835 4582 3841 3083 2858 
総合効率（%) 75 80 70 75 62 68 






















立つ。表 2-9 と表 2-10 はそれぞれ燃料電池分散型エネルギーシステムの特点と性能を示す。 
 現在長時間の連続運転が実証され、普及段階にあるりん酸形燃料電池は 50～200kW の分
散設置用が も多く生産されている。近年、ハイブリッド自動車、家庭用分散型コージェ
ネレーションに適用が可能となってきた PEFC 固体高分子形では 500W～250kW の容量の製品
が作られている。 
 
表 2-9 燃料電池分散型エネルギーシステムの特点 
 








ピーク送電 良くない インストールコストが高すぎる。 
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2003 年 2020 年 
1kW の総コスト （$/kW) 2425  900  
運転管理コスト（$/kW/年) 87.00  72.50  
発電効率（%) 40.20 55.30 
熱輸出（kJ/kWh) 3710 1802 
総合効率（%) 73 74 


























































 規模的には、個人住宅用連系型で 3～5kW 程度、公共・産業用施設、商業用ビル等連系型
で 10～300kW の太陽光発電システムが中心となっている。独立型は無人灯台や無線テレメ
ータ用電源など、数 W～数 100W が中心である。人工衛星などの特殊な用途としても使用さ
れている。 近の公共・産業用太陽光発電システムの設置・導入形態は従来の陸屋根タイ
















































































































































率的にリンクするという意味であり、次のような特長がある 24）。   
  ① 省エネルギー   
  吸収冷温水機の燃料消費量が削減され省エネルギーとなる、定格時で 10～15％の燃料消
費量が削減される。  
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② イニシャルコストの低減   
  温水吸収冷凍機が不要となるために、温水吸収冷凍機およびその周辺機器が不要となり、
イニシャルコストの低減と省スペースがはかれる。   
  ③ 省スペース   
  排熱温水系統の制御（温水制御弁、センサー含む）まで含んでいるので、設計施工が容
易で省スペースにもなる。  







































































年まで分散型エネルギーの発電量は 125 TWh になり、世界新増発電量の約 24.5％を占めて
いる 27）。現在、分散型エネルギーは主に欧米、日本などの先進国に集中して、中国は分散
型エネルギーの 大の市場とも期待されている。表 2-11 は 2005 年まで世界各国の分散型
エネルギーの導入状況を示す。図 2-17 は 2030 年まで世界各国のコージェネレーションの
導入ポテンシャルを示す 28）。 
 















米国 1031.7 80 7.8 3945.6 160.3 4.1 
日本 268 36 13.4 1094 174 15.9 
カナダ 117 14 12 580 65 11 
ドイツ 115 22.8 19.8 560 100.8 18 
インド 112 5.2 4.6 535 16.5 3.1 
フランス 105.9 7 6.6 542.3 26.6 4.9 
ブラジル 88.7 3.5 3.9 35 11.5 3.3 
イギリス 78.5 4.9 6.2 376.8 24.4 6.4 
アルゼン
チン 
23.8 0.5 2.1 94.8 1.8 1.9 
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図 2-17 世界各国のコージェネレーションの導入ポテンシャル 
























ン技術は 100 年以上の歴史を持っている。統計によると、2000 年、米国の総発電容量は 776GW
である。 1998－2009 年の間、米国のコジェネレーション総容量は 46GW から 85GW まで増加
し、全国総発電容量の約 9％を占めており、総発電量の約 12%を占めている。また、米国エ
ネルギー省の統計によると、2009 年まで、CGS は約 3500 の大学、病院、政府機関、金融セ
ンター、産業エリアに導入された。図 2-18 は米国における州別 CGS の導入状況を示す。表















図 2-18 米国における CGS の導入状況（州別） 
（出典：Combined Heat and Power Installation Database） 
 


















件数 3364 818 249 433 89 182 19 1574
容量（MW) 85184 28427 43926 11084 27 31 85 1603
平均容量
（MW) 
25.32 34.75 176.41 25.6 0.3 0.17 4.48 1.02
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36％を占めている。2000 年、EU のコージェネレーションの設備容量は 74GW、総発電容量の
11％を占めている。その数値は 2020 まで 195,000 MW に増加し、総発電容量の 22％に達す






図 2-19 EU におけるコージェネレーションシステム発電量の経年変化 
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2.4.3 日本の導入現状 










2012 年 3 月末の時点で、コージェネレーションは 8,783 台（民生用 6653 台＋産業用 2130
台＝8783 台）、合計 9,546MW（民生用 2013MW＋産業用 7533MW＝9546 MW）が稼働している 31）
（図 2-20 参照）。コージェネレーションの導入は 1986 年頃より増加しており、近年では毎




図 2-20 コージェネレーション（CHP）導入状況 （2012 年 3 月末） 
（出典：コージェネレーション・エネルギー高度利用センター） 
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図 2-21 年度別新規導入容量および件数（撤去含まず）（2012 年 3 月末) 
（出典：コージェネレーション・エネルギー高度利用センター） 
 








また、表 2-13 に示す CGS の導入台数を見ると、2000 年～200７ 年にかけて、GE の導入
件数は全体の 68.12％を占めることに対して、GT と DE はそれぞれ全体の 7.38％と 24.50％
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更に、建物用途別原動機の発電容量と導入件数（表 2-14）を見ると、導入容量が も大 
きいのは、医療施設であり、次に宿泊施設、商業施設、業務施設の順であるが、商業施設 
や病院施設とりわけ業務施設における CGS の導入容量や導入件数が急増していることに比 
べ、宿泊施設における導入容量は年々低下していることが分かる。 
 
表 2-14 建物用途別原動機の発電容量と導入件数 
（出典：コージェネレーション・エネルギー高度利用センター） 
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図 2-23 民生用建物用途別発電容量割合 
（出典：コージェネレーション・エネルギー高度利用センター） 
 












市における CGS の導入や熱源ネットワークによる抑制された CO2 排出量が経済的に市場に
活用することも考えられる。 
 





図 2-24 民生用分野 燃料別・発電容量割合 
（出典：コージェネレーション・エネルギー高度利用センター） 
 
- 55 - 
 
 
図 2-25 バイオコージェネ累積導入実績 
（出典：コージェネレーション・エネルギー高度利用センター） 
 






















を含んだ）が 62.9％、ボイラーが 35.75%、その他は 1.35%である。中国の都市が熱源供給
の総エネルギーの中で、CGS の供給エネルギーは 2493.85 万 kW（単独機械の 6000kW 以上の










中国の CGS には以下のような特徴がある。 
① CGSは各都市のマスタープランおよび都市の熱エネルギー計画に准ず、CGSを普及させ、
高総合効率の CGS を普及させる。 
② 小規模エリアにおいても CGS の市場はある。 
③ CGS の普及に関する若干規定(国家計画委員会、経済貿易委員会、建設部など)がある。 
④ 都市冷暖房では CGS を主要なシステム、大規模の地区ボイラー所を補助的なシステムと
して発展した。 
⑤ 火力発電所は地域火力発電所を主とし、企業は自家熱電所から熱を供給し、 単一型の
熱ネットワークシステムを改良し、熱源共同熱供給システムと CGS を設計する。 
⑥ 都市部の発電所のうち設備ユニットが古く、石炭消費の高い発電所は、技術発展に伴い、
CGS に移行することで再活用する。 
過去熱供給ユニットを 20MW の中小型ユニットを主体とすることは、CGS の総合効果向上
に繋がる。現在、都市の熱供給の発展に従って、200MW と 300MW の熱供給ユニットの採用が






上海は中国で も早い都市建物における CGS の導入の都市である。2011 年まで、合計 CGS
導入のプロジェクトは 26 所があり、総設備容量は 14255KW に達し、全上海の総設備容量
の 0.07％を占める。その中で、100 KW 以下のが 5 所、100KW-500KW のが 16 所、500KW
以上のが 5 所ある。 
 
   図 2-26  設備容量別の CGS の導入件数 (2011 年まで)  
 
その中で、実験稼働用のは 3 所で、設備容量は 180KW であり、上海の総設備容量の 1.3％
を占める。正常に稼働しているのは１８所で、設備容量は 11817KW である。上海の総設備
容量の 82.9％を占める。稼働休止しているのは５所で、設備容量は 2258KW である。上海
の総設備容量の 15.8％を占める（表 2-17）。 
 
表 2-17 上海における CGS の導入運伝状況 
 
 正常に稼働している 実験稼働用 稼働休止 
数量(所) 18 3 5 
設備容量(KW) 11817 180 2258 
上海総設備容量を占め
る割合(%) 

















表 2-18 上海における CGS プロジェクト導入状況（2011 年） 
（出典：上海市エネルギー協会の上海分散型エネルギー政策研究レポート）  
建物用途 





病院施設 5 2445 17.19% 489 
ホテル類 3 1187 8.34% 395.67 
公共施設 1 4000 28.12% 4000 
教育施設 4 470 3.30% 117.5 
企業類 10 4900 34.45% 490 
商用施設 1 336 2.36% 336 
事務所 2 887 6.24% 443.5 





































図 2-27 上海における CGS プロジェクト導入状況（2011 年） 
 
 
表 2-1７、表 2-１８により、以下では、上海市の用途別建物における CGS の導入ケース
の中に、主な 4件について、具体的に説明する。 
実例１は上海市区 HP 中心病院である。1995 年、中国において初めて公共建築で分散型
エネルギー供給システムが導入されたプロジェクトである。プロジェクト総投資額は 1500
万人民元であり、システムは米国 Solar Turbine 会社の Saturn T1501 型のガスタービンの
発電機を採用し、煙道余熱ボイラー１台、石油ボイラー2台と LiBr 吸収式冷凍機二台（100
万 Kcal 一台及び 150 万 Kcal 一台）を使用。システムの発電量は 1,130 kW で、水蒸気量は
3.3t/h(0.8MPa 飽和水蒸気)、一次エネルギー利用効率は 71％に達成する。省エネルギー率
は約 20％である。年間では 120 万元（設備 5840 時間運行の場合）燃料費を削減となる。回




ーションシステムは 1999 年に建設され、2000 年から運転を開始している。総投資は 3,600
万人民元である。システムは 4,000 kW ガスタービン発電機一台、11 トン/h の煙道余熱ボ
イラー１台、OM 型 4,000 RT／h の冷凍機 4台、YK 型 4,000 RT/h の冷凍機二台、1,500 RT/
時間 LiBr 吸収式冷凍機一台及び 30 トン/h ガスボイラー3 台を採用している。実際の運転
現状として、発電量 2500 kW を超えた場合経済性が高く、夏期は熱需要、電力需要が十分







電量は 150 kW で、急騰（65 度）は 3,100 kg/時間、と試運転時間は 4380 時間で、熱回収
利用効率は 80.1％に達する。本システムは専門エネルギー会社が投資と経営管理を行って
いる。システムの売電価格は 0.85 元/kWh で、温水供給価格は 17-20 元/トンである。この
システムは 2002 年 11 月初めに運行を開始している。残念ながら、都市の建築改造で、2010
年に解体してしまった。 
実例４は上海 MH 区中心病院である。この病院での総投資は 270 万元であり、システムは
イギリス堅泰動力会社から G50/400 kW 発電機を二台導入している。発電機からの排気は余
熱ボイラーを通り、350kg/時間水蒸気を生成し、消毒、調理などに利用される。総合利用





























定し、2011 年まで天然ガス分散型エネルギープロジェクト 1000 件を建設し、2020 年まで



























い場合、2.5 万 kW 以上の発電機ユニットの導入は時間がかかるということを念頭におくべ
きである。 






















































































































 ① 近年、中国におけるエネルギー消費量は著しい増加傾向を示しており、2030 年には
現在の 1.7 倍まで増加すると予測される。一方、中国のエネルギー効率は依然低水準にあ
り、 も省エネルギー化が進んでいる日本の 1/8 となっている。 








散型エネルギーの 大の市場と期待されている。中国では、2011 年からの第 12 次 5 ヵ年計
画期間に、天然ガスを利用した分散型電源システム関連プロジェクトを 1,000 ヵ所で具体
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 3.4.1 太陽熱温水器 
 3.4.2 太陽光発電 
 3.4.3 風力発電 


















































































































DOE-2、Energy-Plus、BLAST、カナダの HOT2XP、日本の HASP/ACLD、BEST、中国の DeST な
どがある 1）。 










に簡単、便利である。また、DeST のシミュレーション結果は Excel で表現できる。図 3-2


































図 3-3 CGS 計画のフロー図 
 







 HT モードを実行するため、まずはシステムのサイズを決定するべきである。CGS の 適
なサイズを決定する方法について、多くの研究が報告された 3-6）。本研究では、様々な難し
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                                      (3-1) 
ここに、 
CCHP
powerQ ＝CGS の発電量  
CCHP
capR ＝CGS の容量  
LOAD
heatQ ＝建物の熱負荷  











f                                                         (3-2) 
(2) 電主熱従 (ET) モード 
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ここに、 
LOAD
powerQ  ＝建物の電力負荷 









f                                                              (3-4) 
















































TUFGFQ LRRcoll                                            (3-6) 
 
 ここに、 
 collQ =単位時間単位面積集熱器の集熱量  
 RF ＝集熱器の吸熱係数 
 LU ＝熱損失係数 
  ＝集熱器表面の透過率 
  ＝吸熱材の短波吸収率 
 G ＝集熱器表面の総日射量 































bdc III  )(                                                (3-8) 
ここに、 
  Icβ＝任意の斜面へ入射する直達日射量 
  I＝水平面全天日射量の時間積算値 







                                  (3-9) 









                     (3-11) 
 
θ0＝太陽の天頂距離＝90°-太陽高度角 
θ＝斜面への太陽光入射角               
  φ＝緯度 
  δ＝太陽赤緯 
   β＝斜面の傾斜角度 
ω＝太陽の時角 
 









































II                   (3-12) 
ここに、 

















 従って、斜面に受ける全天日射量の時間積算値 Iβは以下のように計算できる。 

















図 3-4 斜面日射収支 
                                                  
1 張晴原,中国における設備設計とシミュレーション用気象データベースに関する研究、第 1報―360 地
点における設計外気温度、空気調和・衛生工学会論文集 No.148,pp.9-15、2009年 7月 
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3.4.3 風力発電 











AVCPCP ggbpwggbpe                      （3-16） 
Cp＝パワー係数、理想風車では 0.593。 
 2－3 枚のプロペラ形風力タービンでは 
 Cp＝40－50％：大型風車（100kW-3MW） 
  ＝20－40％：小型風車（1kW-100kW） 




























表 3-1 バイオマスの分類 
項目 種別 
―.木質 
1.林地残材 2.製材所廃材 3.果樹剪定枝 
4.公園剪定枝 5.建築解体廃材 6.新・増築廃材 
二.農業 1.稲わら 2.籾殻 3.麦わら 
三.畜産 
1.乳用牛 2.肉用牛 3.養豚 
4.採卵鶏 5.ブロイラー鶏   
四.食品 1.生活系厨芥類 2.事業系厨芥類 3.動植物性残渣 









（1）直接燃焼  (「木質系」､「農業系」は直接燃焼施設による熱電利用方式) 
 
熱量(GJ/年)＝(バイオマス賦存量 or 利用可能量(t/年)×1,000)×単位発熱量(KJ/kg)×
ボイラ効率×10-6                                               （3-17） 
 
発電電力量(kWh 年) ＝(バイオマス賦存量 or 利用可能量(t/年)×1,000)×単位発熱量






×メタン含有量(60%)×メタン発熱量(KJ/kg)×ボイラ効率×10-3             （3-19） 
 
発電電力量(kWh 年) ＝(バイオマス賦存量 or 利用可能量(t/年)×1,000)×ガス発生係数
(m3/kg)×メタン含有量(60%)×メタン発熱量(KJ/kg) ×発電効率÷3600(KJ/kWh) （3-20） 





85%(ボイラ効率)×10-6                                         （3-21） 
 
発電電力量(kWh 年)＝(バイオマス賦存量 or 利用可能量(t/年)×1,000)×単位発熱量




















































PESR                                           (3-25) 
ここに、 
CONV
inputQ ＝従来システムの一次エネルギー消費量  
DER































                  (3-26) 
ここに、 
LOAD
heatingQ ＝暖房負荷  
LOAD
coolingQ ＝冷房負荷  
LOAD













































































































































                                                 (3-31) 
  
ここに、 
 tCI ＝収入キャッシュ・フロー 
 tCO ＝支付キャッシュ・フロー 
 DR＝折扣率 





















































COE 2 ＝従来システムの年間 CO2 排出量 
 
DER
COE 2 ＝分散型エネルギーシステムの年間 CO2 排出量 
































































                 (3-36)  
 ここに、 
 powerCC ＝商用電力の CO2 排出原単位 
 gasCC ＝天然ガスの CO2 排出原単位 
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3.8 総合評価の算出方法 
 良い CGS は経済性、省エネ性と環境性などの三つの面を考慮するべきがある。ある CGS
を評価するとき、上記の三つの方面を同時に考えらなければならない。しかし、この三つ
の要素はお互いに衝突がある。たとえば、環境にやさしいシステムのコストが通常に高い。






































                      (3-37) 
 
 ここに、 
jiNI ,  ＝正規化された指標 
jix , ＝各システム·オプションの評価基準別の実質値 
jMIN ＝各評価基準の 小値 
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 また、2011 年の世界の二酸化炭素（CO2）排出量は前年から 8 億トン増の 340 億トンと




テムへの転換は急務である。また、中国政府は 2020 年まで、新築商業施設における CGS 普
及率を 50％、既存商業施設に対しては CGS 普及率を 15％としており、導入目標を掲げてい
る 1）。また、中国では、2011 年からの第 12 次 5ヵ年計画期間に、天然ガスを利用した分散
型電源システム関連プロジェクトを 1,000 ヵ所で具体化する方針で、国家発展改革委員会




れたが 、オフィスビルやホテル、或いは複合施設などを対象とする CGS の導入事例がまだ
ないため、その導入効果をより定量的に把握することは重要であり、今後の中国国内にお






































力負荷と熱負荷が非常に不均一である。図 4-2 は 2006～2009 年の間、上海 HY 飯店の年間
エネルギー負荷を示す。電力負荷は少しい減少したが、冷暖房負荷と給湯負荷ほぼ一致で
ある。本研究では、2009 年の実測データを利用して、分析を行う。図 4-3 は 2009 年度月別






























電力 冷房 暖房 給湯
 
 
図 4-2 エネルギー負荷の経年変化 
 


























電力 冷房 暖房 給湯
 
 
図 4-3 2009 年度月別エネルギー負荷 
 























電力 冷房 暖房 給湯
 
図 4-4 冬季の時刻別エネルギー負荷 





















電力 冷房 暖房 給湯
 
 






















電力 冷房 暖房 給湯
 
 
図 4-6 中間期の時刻別エネルギー負荷 
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4.4 システム及び各種パラメーターの設定 
 本研究では、上海 HY 飯店における CGS の導入効果を研究するに対して、異なる技術の配
置による影響を考察するため、以下の 3つのケースを設定し、検討を行う。 
















図 4-7 従来システムのエネルギーフロー 
 
ケース 2：現状システム。このシステムは考案したホテル現在運転しているシステムであ





















図 4-8 現状システムのエネルギーフロー 


































効率 (%) 36.0 
CO2 排出係数 (kg/kWh) 0.94 
天然ガス 
発熱量(MJ /m3) 37.68 
CO2 排出係数 (kg/kWh) 0.22 
軽油 
発熱量(MJ/l) 38.20 
CO2 排出係数 (kg/l) 2.62 
エアコン COP 4 
ガスボイラー 効率(%) 90.0 
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 エネルギー料金は上海市の電力、ガス会社のホームぺージから調べ、料金データベース
を作成する。電力料金は上海市電力会社の電気料金表から算出し、表 4-2 に示す 5）。 
天然ガス料金について、発電用ガス消費は 2.43 元/m3である。一般用途のガス消費につい
て、4-11 月分は 3.69 元/m3であり、12-3 月分は 3.99 元/m3である 6）。 
 
表 4-2 業務用電気料金 
 
その他季 
 時間帯 時間 料金（元/kWh）
夜間 22:00-6:00 8 0.33 
ピーク 8:00-11:00 18:00-21:00 6 1.07 
昼間 6:00-8:00 11:00-18:00 21:00-22:00 10 0.66 
夏季 
 時間帯 時間 料金（元/kWh）
夜間 22:00-6:00 8 0.27 
ピーク 8:00-11:00 13:00-15:00 18:00-21:00 8 1.09 
昼間 





























備容量選定のイメージを示す。熱容量（1682 kW）から換算すると、ケース 3 における CGS
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4.5.2 電力消費の構成 
 図 4-11 には年間電力消費量の構成を示している。全体から見ると、ケース 1（従来シス
テム）とケース 2（現状システム）の冷房も電力より供給するため、年間電力消費量はケー



























図 4-11 年間電力消費量の構成 
 
 図 4-12～4-14はケース1、ケース2及びケース3の月別電力消費量の構成を示している。
全体から見ると、ケース 1 とケース 2 の冷房負荷は電力より供給するため、夏季の電力負
荷は一番大きいである。一方、ケース 3の電力負荷は通年差が小さいことがわかった。 
 他方、図 4-13 から見ると、ケース 2の CGS は通年定額容量で運していることがわかった。

















































図 4-13 月別電力消費量の構成（ケース 2） 
 























図 4-14 月別電力消費量の構成（ケース 3） 
 
 以下では、8 月を例とし、各ケースにおける時刻別電力消費の構成を解析する。図 4-15
～4-17 はケース 1、ケース 2 及びケース 3 の時刻別電力消費量の構成を示している。全体
の面から見ると、全てのケースにおいて、午後 2時ごろ、電力負荷をピーク値に迎え、12：
00～20：00 の間はかなり高い値を維持している。 
 前述したように、ケース 2において、CGS は電力負荷の一部を満たすが、一日中定格負荷
で運転している。ケース 3 について、12：00～20：00 の間、CGS と商用電力を同時に電力
需要を供給し、その他の時間帯は CGS だけで供給する。 



















































図 4-16 時刻別電力消費量の構成（ケース 2） 
 


















































ース 3 の冷房負荷は吸収式冷凍機より提供するため、ケース 3 の年間熱需要量はケース 1




している。なお、ケース 3 において、熱需要は多いが、CGS の排熱は総熱需要の約 65％を
満足できる。 
 月別熱供給の特徴を理解するため、図 4-19～図 4-21 はケース 1～ケース 3における月別
熱需要の構成を示す。全体から見ると、ケース 3 の冷房負荷を吸収式冷凍機より供給する
から、夏季の熱需要（特に、冷房需要）は大きくなり、CGS 排熱は熱需要の一部を満たし、






















軽油ボイラ CGS排熱 ガスボイラ 排熱未利用量
 
図 4-18 年間熱消費量の構成 
 

















































図 4-20 月別熱消費量の構成（ケース 2） 























図 4-21 月別熱消費量の構成（ケース 3） 
 
月別熱需要の特徴を理解すると共に、排熱を更に有効的に利用するため、時刻別熱需要
の構成を解析するのが必要である。図 4-22～図 4-24 は各ケースにおける 8月の時刻別熱負






















































図 4-23 時刻別熱消費量の構成（ケース 2） 
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4.6 省エネルギー性評価 






 第三章で紹介した省エネルギー性の評価方法に基づいて、図 4-25 は各ケースにおける年













































な関係があるものの、必ずしも省エネルギー性 大のシステムが経済性 大とはならない。 
本研究で検討したホテルの分散型エネルギーシステムの初期投資は全て日本からの補助
であるので、燃料コストについて経済性を評価する。 
 図 4-26 は各ケースにおける年間総エネルギーコストを示す。ベースケース（ケース 1）
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4.8 環境性評価 
 分散型エネルギーシステムは、その省エネルギー性から CO2 の削減効果が大きく期待で




 第三章で紹介したの計算方法に基づいて、図 4-27 は各ケースにおける年間 CO2 排出量を
示す。従来システム（ケース 1）と比べて、分散型エネルギーを導入したケース 2～3 の年
間 CO2 排出量は全て削減できり、削減率はそれぞれ 18.2％と 55.2％である。つまり、分散
型エネルギーシステムの導入は優れた環境効果が得られた。特に、今回提案した「熱主電
従」の運転方法を採用したシステムでは、半分以上の CO2 排出量が削減できる。また、ケ
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4.9 結論 






② 現状では、当ホテルは 350 kW の CGS を導入しているが、2009 年の中国上海は CGS の
余剰電気がグリッドに売るのが許可さなかった。 小限の電力負荷容量 350 kW で当
ホテルの CGS システムを選定するのは熱負荷の 大利用を確保し、経済性も確保す
ることがわかった。いまの売電ができる状況で、本研究で紹介した「 大直方体法」




④ 現状システムは CGS の導入により、従来システムよりエネルギー消費量が削減でき
るが、かなり省エネルギーのポテンシャルがあることがわかった。 
⑤ 本研究で検討したホテルの CGS の初期投資は全て日本からの補助であるので、提案
システムの年間総エネルギーコストは半分以上削減できる。 
⑥ 環境性の視点から見ると、今回提案した「熱主電従」の運転方法を採用したシステ
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での展望を議論した。Wang ら 2-5）は中国の公共建物における地域別建物別 CGS の導入効果
































床面積は 1423 万平方メートルであり、一つの電気メーターが対応する延べ床面積が 64.75
平方メートルである。1 世帯は電気メーターが一つあるため、上海市 1996 年前の高層マン




1980 年に建築された建物である。当マンションの建築面積は 614.33 ㎡で、延べ床面積は
5609 ㎡である。11 階の建物の高さが 30.8 m で、各部屋の高さは約 2.8 m であり、全部で
88 世帯がある。建築平面は一字形状を採用し、通廊式を結合させた建築である。本文では
この建物の 2 階を計算基準層にする。建物の基準層では 8 世帯があり、基準層の延べ床面






図 5-1  2 階基準層平面図 
表 5-1  基準層各部屋の使用面積 
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部屋番号 台所 トイレ 応接間 主寝室 寝室1 寝室2 合計 
201 6.65  3.08  6.02  15.44   31.18 
202 3.17  5.90  10.50 16.11   35.68 
203 3.17  5.90  12.29 16.86 12.63  50.85 
204 3.17  5.90  11.69 15.93 10.80 15.88  63.37 
205 3.17  5.90  12.29 16.86 12.63  50.85 
206 3.07  3.26  5.06  18.88 13.81  44.08 
207 5.07  3.49  12.00 15.75   36.31 
208 4.88  3.49  14.00 17.59 10.69  50.64 
合計       362.94 
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比較研究を実行するため、従来システムはベースラインとして仮定する。従来システム














































表 5-2 CGS の技術特性と価格情報 
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項目 GT GE SE FC 
発電効率 (%) 26 34 12 42 
総効率 (%) 76 84 72 92 










初期投資 (US$/kW) 1820 2273 2483 6364 
固定管理コスト 
(US$/kW) 
19.50 18.93 21.62 9.69 
変動管理コスト
(US$/kWh) 
0.015 0.018 0.020 0.029 
 
さらに、CGS の省エネルギー性、経済性および環境性を評価するため、主要なデータが表
5-3 に示す 17-19）。 
 
表 5-3 分析用データ 
 
項目 変数 値 
商用電力 効率 (%) 36 
CO2 排出係数 (kg/kWh) 0.94 
料金 ($/kWh) 0.10 
天然ガス CO2排出係数(kg/kWh) 0.22 
価格 ($/kWh) 0.03 
吸収式冷凍機 COP 0.7 













































図 5-3 エネルギー負荷の累積曲線 
 
 さらに、熱電比も CGS の有効運行および対応する省エネルギー性、経済性と環境性に影
響する主な要因である。図 5-4 は、研究対象である高層住宅の熱電比の累積曲線を示し、




SE ベースの CGS はユーザの熱と電力需要を満足することが困難であり、詳細的な議論は、
下のセクションで説明する。 
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5.5 省エネルギー性評価 
 省エネルギー性は CGS のひとつの重要な特徴である。本研究では、四つの原動機につい
て、三つの設計と管理モードの省エネルギー率を計算し、図 5-5 に示されている。予想の
以外、検討された 12 のオプションの中、6つの PESR 値はマイナスとなっている。特に、EI





宅に対し もよい技術であり、次に GE システムである。他の CGS 技術に比べて、FC システ
ムは、高い発電効率(42%)および適当な熱電比があり、PESR 値は一番高い。 
 一方、設計と管理モードの面から見ると、すべての HT モードは ET モードより PESR が高
いである。しかし、HT モードを採用した GE と FC システムの PESR 値は、EI モードより低
く、それは特別の ET モードと見られる。原因として、PESR 値は運転モードだけでなく、原
動機のサイズにも影響される。ET と EI モードを比較して、本研究で採用される 大直方体
方法は、 大の省エネルギー性に達する 適なシステムサイズを選べることができない。
さらに、HT と ET モードを採用したシステムの省エネルギー性はよいかもしれないが、ピー
ク電気負荷に基づいたシステムサイズを決定する EIモードが 適なオプションであるとは
認識することができない。 
 概して、省エネルギー性から見ると、GE システムおよび FC システムを原動機とした CGS
は本研究で検討した高層住宅にとって 適なオプションである。検討された 3 つの設計と
管理モードについて、EI モードの省エネルギー性は 高であり、続いては HT モード、ET
モードである。 
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5.6 経済性評価 
CGS に対して、完全かつ正確な評価を得るため、システムの経済性を定量的に評価すべく。
各オプションの NPV 値は計算し、図 5-6 に示している。総じて言えば、すべての設計と管
理モードのライフサイクル期間の NPV 値はマイナスである。その意味は、経済性の面から
見ると、CGS を導入することが困難である。相対的に言うと、3つの設計と管理モードの中、
GE システムはほかのシステムより経済性が良いことがわかった。ET と EI モードについて、
FC システムの初期投資は他のシステムより約 3倍多いが、NPV は SE システムより良いであ
る。原因として、SE システムの省エネルギー性が低いため、キャッシュフローはマイナス
である（図 5-6）。他方、すべてのモードのコストが増加するが、HT モードの経済性は ET
と EI モードより高いことがわかった。 
 上記の議論によって、現況では、経済性の面から見ると、CGS は検討した高層住宅用魅力
的なエネルギー供給システムとして考えることができない。原因として、CGS の容量は、特
に EI モードを採用する場合、大きすぎる(図 5-3 を参照)こと、ユーザ側の熱電比は原動機
と違い(図 5-4 を参照)こと、CGS 装置の投資費用は高い(表 5-2 を参照)こと、および天然ガ
スの価格は電気料金より高い(表 5-3 を参照)わけである。すべての検討された方式の中で、
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5.7 環境性評価 
 環境性はエネルギー関連プロジェクトを評価するとき無視できない重要な要因である。
図 5-7 は各オプションに対する CERR 値を示す。総合的に言えば、住宅 CGS の環境性は前述
したシステムの省エネルギー性と経済性よりよいことがわかった。ほとんどのオプション
は理想的な CERR に達したが、一つの例外は ET と EI モードを採用した SE システムである。
同じ設計と管理モードに対して、FC システムの環境性は一番よいであり、CERR 値が 30%を
超え、続いては GE システム、GT システムおよび SE システムである。一方、SE システムは
別に、他の 3 つのシステムの EI モードの環境性は一番よいであり、続いては HT モードお
よび ET モードである。 
 したがって、省エネルギー性と同じように、効率は比較的に高いため(発電効率および総
効率)、FC システムは住宅 CGS に も適当な技術であると考えられる。代わりに、GT シス
テムおよび GE システムは、3つの設計と管理モードでの CERR 値は 10%を超えるため、良い




































  シナリオ 2：PESR を優先にし、重み係数が同じ係数を持っている他の 2 つの評価基準よ
り大きいである。 
  シナリオ 3：NPV を優先にし、他の二つの評価基準の係数が等しいである。 
  シナリオ 4：環境性を注目し、CERR の重みが一番大きい。他の 2 つの係数が等しいと仮
定する。 
  終の指標および優先度は表 5-5 に示す。総合的に、各シナリオのランキング順番がち
がう。EI モードを採用した GE システムはシナリオ１で 優先の選択であり、シナリオ 2に
対する 優先の選択が EI モードを採用した FC システム、HT モードを採用した GE システム
および EI モードを採用した FC システムである。しかし、ある類似性も発見されることが
できる：ET モードおよび EI モードを採用した SE システムは、値は比較的低いため、3 つ
の基準に対する 低の二つのオプションである。 
 表から見ると、経済性を注目する場合（シナリオ 3）、HT モードを採用した GE システム
は も良いオプションである。環境性を注目する場合（シナリオ 4）、EI モードを採用した
FC システムは 高の選択である。一方、設計と管理モードは特定の面に対して、異なった
CGS 技術に適当するかもしれない。例えば、経済性を注視する場合（シナリオ 3)、HT モー
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PESR NPV CERR 
HT GT 0.81  1.00  0.69  
GE 0.87  1.00  0.77  
SE 0.74  0.98  0.56  
FC 0.91  0.84  0.83  
ET GT 0.73  0.88  0.66  
GE 0.83  0.95  0.77  
SE 0.16  0.34  0.09  
FC 0.89  0.88  0.83  
EI GT 0.78  0.78  0.78  
GE 0.92  0.85  0.92  
SE 0.00  0.00  0.00  
FC 1.00  0.56  1.00  
 





シナリオ 1 シナリオ 2 シナリオ 3 シナリオ 4 
評価 順位 評価 順位 評価 順位 評価 順位 
HT 
GT 0.831  7  0.823 7 0.898 2 0.774  8 
GE 0.878  2  0.873 5 0.927 1 0.833  5 
SE 0.760  9  0.750 9 0.847 7 0.681  10 
FC 0.859  4  0.880 3 0.852 6 0.847  4 
ET 
GT 0.756  10  0.745 10 0.806 8 0.718  9 
GE 0.850  6  0.843 6 0.891 3 0.816  6 
SE 0.198  11  0.183 11 0.254 11 0.157  11 
FC 0.865  3  0.876 4 0.869 5 0.849  3 
EI 
GT 0.781  8  0.781 8 0.780 9 0.781  7 
GE 0.898  1  0.907 2 0.881 4 0.907  2 
SE 0.000  12  0.000 12 0.000 12 0.000  12 
FC 0.854  5  0.913 1 0.738 10 0.913  1 
 
 
















計と管理モードを採用した様々なシステムの NPV 値の感度分析を行う。図 5-8 に示される
プロフィールによると、天然ガス価格を減少する場合、すべてのオプションの NPV 値は増
加する。SE システムでは、特に ET と EI モードにおいて、他の 3 つのシステムより天然ガ
ス価格に対する敏感度は高いである。 
 CGS が正の NPV 値を持つため、HT、ET と EI モードを採用した GT システムにおいて、天
然ガス価格の 低の減少率はそれぞれ 31％、41％と 51%である。同様に、HT、ET と EI モー
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① 省エネルギー性および環境性の面から見ると、GE システムおよび FC システムに基づ
いた CGS は住宅に対する実現可能な技術的なオプションであり、GT と SE システムは需要側
との熱電比が違うため、エネルギー消費量と CO2 排出量は従来システムよりたかいである。 
② 経済性の面から見ると、現状では、住宅における CGS の導入は実現可能ではない。 
③ 総合的にいえば、経済性を注目する場合、GE システムは も良いオプションで、そ
うでなければ、FC システムは 優先の選択である。 
④ 特定な設計と管理モードは特定な CGS 技術に適当する。総合的にいえば、HT と EI モ
ードを採用する場合、GE システムは 優先の選択であり、ET モードでは、FC システムは一
番良いである。 
⑤ 天然ガス価格を減少する方法は住宅における CGS の導入を推進することができる。
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 6.3.1 上海市のエネルギー消費原単位 
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エネルギー関連設備室    
コントロールルーム 200 ㎡ データセンター含む 
エネルギーマネジメント事
務所 
100 ㎡   
高齢者福祉施設 デイサービスセンター 500 ㎡   
  生きがいづくりサロン 200 ㎡   
スポーツ・健康
施設 
フィットネスジム 500 ㎡ 
プール、温浴設備、サウ
ナ･･･ 
  体育館 600 ㎡   
  保健・健康づくり指導ルーム 200 ㎡   
保育・託児・教
育施設 
保育・託児所 200 ㎡   
  子育てサロン 200 ㎡   
  学習塾 500 ㎡   
商業・飲食施設 スーパー 1,000 ㎡   
  小規模テナント 500 ㎡ 
クリーニング、本屋、薬
局･･･ 
  喫茶・軽食 
300 ㎡ 
  
  レストラン   









500 ㎡   
  料理教室 200 ㎡   
  スタジオ 100 ㎡   
  情報発信センター 100 ㎡   
合   計   7,700 ㎡   

































からの大規模 CGS の導入評価と次世代 CGS 技術研究会；空気調和・衛生工学会から出てい
る CGS 設計法に関する指導要綱などがある 1-3）。 
とりわけ、早稲田大学理工学部建築学科尾島俊雄研究室では、はやくから建物のエネル
ギー消費量に着目し、今から 40 年前の冷蔵倉庫のエネルギー消費量調査を皮切りに、現在





表 6-2 建物用途別分類 
 
分 類 番 号 大 分 類 中 分 類
1 住 宅 系 集 合 住 宅
一 般 事 務 所 （大 ）
一 般 事 務 所 （中 ）
電 算 セ ンター
銀 行 、官 公 庁
デ パ ー ト
物 流
飲 食
4 宿 泊 系 宿 泊 施 設
5 医 療 系 病 院
劇 場 、ア トリウ ム
図 書 館
美 術 館
教 育 （塾 含 む ）
ス ポ ー ツ
地 下 鉄 駅 舎
地 下 街
商 業 系3 商 業 施 設
7 その 他 交 通 施 設
文 化 、教 育 施 設文 化 、教 育 系6















デグリーデーを示す。上海市と東京都における暖房のデグリーデーは 1691 と 1405 であり、
両地域の比率は 1.2 になる。同様に、両地域の冷房のデグリーデーの比率は 0.78 である。 
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表 6-3 上海市と東京都のデグリーデー 
 
項 目 上 海 東 京
1 6 9 1 1 4 0 5
1 6 4 2 0 9 .6
緯 度 3 1 .2 3 ° 3 5 .4 °
太 陽 輻 射 時 間 1 8 0 0 - 2 0 0 0 1 8 0 0 - 2 0 0 0
度 日 数 ー C D D 2 6 ( 冷 房 ）
0 .7 8
相 対 湿 度 7 9 % 6 7 %




例として、表 6-4 及び 6-5 では、上海市における事務所とホテルの月別のエネルギー原
単位を示す。 
 
表 6-4 事務所のエネルギー原単位 
 
21.37 10.34
合　計 100.00 100.00 100.00 100.00
１２月 暖房期 7.68 0.00
0.00 6.90
１１月 中間期 7.22 0.00 7.98 6.90
１０月 中間期 8.66 2.27
0.00 3.45
９月 冷房期 8.89 19.79 0.00 3.45
８月 冷房期 9.87 30.72
0.00 3.45
７月 冷房期 10.07 27.63 0.00 3.45
６月 冷房期 8.95 15.67
4.27 10.34
５月 中間期 8.03 3.92 0.00 6.90
４月 中間期 7.90 0.00
22.79 17.24
３月 暖房期 8.15 0.00 17.66 13.79
２月 暖房期 7.43 0.00
暖房 給湯
１月 暖房期 7.15 0.00 25.93 13.79
月パターン 期間 電力 冷房
31 2.2
年間ﾋﾟｰｸ (/h･m2) 0.05 0.09 0.05 0.014
年間負荷 (/m2) 156 70
給湯
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表 6-5 ホテルのエネルギー原単位 
 
18.86 9.64
合　計 100.00 100.00 100.00 100.00
１２月 暖房期 8.10 1.00
12.77 8.71
１０月 中間期





９月 冷房期 9.90 14.96
８月 冷房期 10.40 24.77
0.00 7.33
６月 冷房期





５月 中間期 8.10 7.56
４月 中間期 7.00 3.89
14.41 9.51
２月 暖房期





１月 暖房期 7.50 1.00
月パターン 期間 電力 冷房
80
年間ﾋﾟｰｸ (/h･m2) 0.05 0.075 0.067 0.1








(kWh) (MCal) (MCal) (MCal)
 
 
事務所においては、電力の年間原単位は 200 kW（134 MCal）で、冷房、暖房、給湯の原
単位はそれぞれ 100 MCal、80 MCal、80 MCal であり、年間原単位はもっと大きかった。月
パターンから見ると、電力は毎月ほぼ同じ割合で占め、夏季では 7月の割合は 10.07％、冬
季では 3月の 8.15％、中間期では 8.66％がそれぞれのピークになった。一方、冷暖房や給
湯は季節によりその消費量が異なるの特徴である。例えば、事務所の場合、冷房の割合と
しては、5 月から 10 月まで 100％を占め、特に 7 月から 8 にかけての割合が半数以上で、















エネルギー需要量  ＝ 建物用途別延床面積 × エネルギー消費原単位 
 
建物用途別延床面積は表 6-1 で述べた値を、エネルギー消費原単位は 6.3.1 で述べた値
を使用する。算出した各施設のエネルギー需要量を次の図 6-1 から図 6-7 までに示す。こ























一般電力 冷房 暖房 給湯
 
 
図 6-1 綜合医療施設のエネルギー負荷 
 






















一般電力 冷房 暖房 給湯
 
 





















一般電力 冷房 暖房 給湯
 
図 6-3 高齢者福祉施設のエネルギー負荷 






















一般電力 冷房 暖房 給湯
 
 





















一般電力 冷房 暖房 給湯
 
図 6-5 保育・託児・教育施設のエネルギー負荷 





















一般電力 冷房 暖房 給湯
 
 






















一般電力 冷房 暖房 給湯
 
図 6-7 コミュニティーセンターのエネルギー負荷 























































図 6-9 生活利便施設の月ごと時刻別冷房負荷 



























































- 150 - 
6.4 気候データ 
地域の太陽エネルギーを活用するため、上海市の日射データの実測値を採用している。

































































 以上の基準に基づいて、下記の三種類（表 6-6～表 6-8）のエネルギー機器を候補設備（図
6-14 参照）として選定する。 
 
表 6-6 再生可能エネルギーを用いたシステム 
 
















太陽光発電 発電 全施設   
太陽熱温水器 温水器 病院、デーサービス、レストラン等   
 
 
表 6-7 高効率設備 
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表 6-8 災害時対応機器 
 




































図 6-14 エネルギー設備候補 


















































(1) ケース 0：従来システム 
















図 6-16 従来システムのフロー 
 
(2) ケース 1： 地域グループ分散供給ケース（GE+PV 、電主熱従） 
 ケース 1 は地域グループ分散供給ケースであり、各施設は独自のエネルギーシステムに
より電気と熱を供給することである。具体的に、綜合医療施設とスポーツ・健康施設は図
6-17 に示すように、太陽光発電、ガスエンジン及び太陽熱集熱器を導入している。高齢者
























図 6-17 地域グループ分散供給ケース（綜合医療施設とスポーツ・健康施設）のフロー 
 



























図 6-19 地域グループ分散供給ケース（保育・託児・教育施設、商業・飲食施設と 
コミュ二ティセンター）のフロー 
 
 (3) ケース 2： 地域一部分散供給ケース（ GE+PV 、電主熱従） 
































図 6-20 地域一部分散供給ケースのフロー 
 
(4) ケース 3： 地域集中供給ケース（ GE+PV、電主熱従） 






   熱負荷について、太陽熱集熱器 CGS からの回収排熱を給湯及び暖房負荷の加熱源と
して使用する。不足熱量分は天然ガスで補う。また、ソーラークーリングとジェネリンク
利用して冷房負荷を満たす。 
























図 6-21 地域集中供給ケースのフロー 
 
(5) ケース 4： 地域集中供給ケース（ GE+FC+PV、 電主熱従） 
 ケース 4も地域集中供給ケースであるが、CGS はガスエンジンだけではなく、燃料電池も
導入している。熱と電力の供給方式はケース 3と同じように考えている。 
 
(6) ケース 5： 地域集中供給ケース（ GE+PV、熱主電従） 
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6.7 他の要素設定 
本研究では地域分散型エネルギーシステムの経済性を検討するため、各エネルギー設備
のコスト情報を従来研究やメーカーの調査等に基づいて設定する 4-6）（表 6-9 参照）。また、
エネルギー料金は地域の電力、ガス会社のホームぺージから調べ、料金データベース（表
6-10 を参照）を作成する 7-8）。 
 
表 6-9 エネルギー設備のコスト情報 
設備 容量（kW） オーナー引渡し価格（元） 掛率 
ガスエンジン 
25 441,030 80% 
35 554,116 80% 
燃料電池 100 5,654,240 ←工事費込 
ジェネリンク  352 1,201,526 ←付属品込 
GHP 
45 124,676 35% 
56 141,299 35% 
71 159,741 35% 
ソーラークーリン
グ 
281 918,814 概算値 
422 1,307,543 概算値 
528 1,625,594 概算値 
ソーラーリンク 
エクセル 
45 234,085 45% 
56 241,718 45% 
 
表 6-10 業務用電気料金 
その他季 
 時間帯 時間 料金（元/kWh）
夜間 22:00-6:00 8 0.33 
ピーク 8:00-11:00 18:00-21:00 6 1.07 
昼間 6:00-8:00 11:00-18:00 21:00-22:00 10 0.66 
夏季 
 時間帯 時間 料金（元/kWh）
夜間 22:00-6:00 8 0.27 
ピーク 8:00-11:00 13:00-15:00 18:00-21:00 8 1.09 
昼間 
6:00-8:00 11:00-13:00 15:00-18:00 
21:00-22:00 
8 0.70 
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天然ガス料金について、発電用ガス消費は 2.43 元/m3である。一般用途のガス消費につい
て、4-11 月分は 3.69 元/m3であり、12-3 月分は 3.99 元/m3である。 
他方、地域分散型エネルギーシステムの省エネルギー性を評価するため、商用電力の発
電効率を 36%と設定している。また、システムの環境性を検討するため、系統電力の CO2排











































図 6-22 に示すように、ケース 1の総合医療施設とスポーツ・健康施設の 適な CGS 容量
は 32 kW と 35 kW である。ケース 2～4 の 適な CGS 容量は 166 kW で、ケース 5 の 適な

























図 6-22 CGS 容量の選定 
 
 太陽光発電と太陽熱集熱器と容量は施設の屋根面積により設定する。本研究では、太陽
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容量**     
（ピーク kW）




2 150 75 12  50  25  








2 450 225 36  150  75  




2 600 300 48  200  100  
合   計 7700  - 3950 1975 316  1317  658  
* 太陽電池の定額容量は 0.16kW/m2と仮定； 





 以上の設定方法に基づいて、表 6-12 は各ケースにおける発電設備及び熱源設備の容量を
示している。また、表 6-13 は各設備の仕様などの一覧表である。 
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表 6-12 設備容量の設定 
ケース 
設備容量 （kW） 
























35 - 40 - - 83 281 - 
高齢者福
祉施設 
- - 56 - 
90 (45×
2) 








- - 8*+52 - - - - 112（56×2）
商業・飲食
施設 
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表 6-13 設備の仕様 
 
設備 型式 発電効率(%) 総合効率(%) 冷房 COP 
ガスエンジン 
CP35VC-TN 33.5  85.0  - 
CP25VB3 34.0  85.0  - 
燃料電池 FP-100i 42.0  92.0  - 
太陽電池 NQ-209LW 16.0  - - 
ジェネリンク BUWL-WE100FG - - 1.5  
GHP 
SGP-H450S1GD - - 1.5  
SGP-H560S1GD - - 1.4  
SGP-H710S1GD - - 1.2  
ソーラークーリング 
TZU80 - - 1.3  
TZU120 - - 1.3  
TZU150 - - 1.3  
ソーラーリンクエクセル 
SGP-GP450M4G2DR 29.0  - 1.5  
SGP-GP560M4G2DR 29.0  - 1.5  






































し、CGS の発電は全電力負荷の 32.5％を占める。ケース 2 とケース 3 では、165 kW のガス
エンジンを導入し全電力負荷の 63.6％を供給する一方、太陽光発電は 30.2％を占める。ケ
ース 4 について、100 kW の燃料電池と 70 kW のガスエンジンを導入しているため、燃料電














































図 6-23 年間電力消費量の構成 
 
 図 6-24～4-27 はケース 1、ケース 2 と 3、ケース 4 及びケース 5 の月別電力消費量の構



















































図 6-25 月別電力消費量の構成（ケース 2と 3） 
 

















PV GE FC UG
 




















図 6-27 月別電力消費量の構成（ケース 5） 
 
 以下では、1 月を例とし、各ケースにおける時刻別電力消費の構成を解析する。図 6-28
～6-31 はケース 1、ケース 2と 3、ケース 4及びケース 5の時刻別電力消費量の構成を示し







系統電力から買電は午前中 8:00～10:00 及び午後 14:00～19:00 が必要である。 
























図 6-28 時刻別電力消費量の構成（ケース 1） 
 






































FC GE PV UG
 
図 6-30 時刻別電力消費量の構成（ケース 4） 
 


























る。つまり、太陽熱、CGS 排熱、都市ガスの順位で熱需要を満たす。図 6-32 に示すように、
ケース 0 では、ビルマルチを導入するため、冷暖房負荷は全て電力より満たす。ケース 1
は分散設備ケースであり、太陽熱集熱器と CGS の容量とも小さく、全熱負荷の中に太陽熱、
CGS 排熱と都市ガスの割合はそれぞれ 16.9％、23.9％と 59.2％である。一方、太陽熱と CGS
排熱が熱負荷のパターンは一致しない場合もあるため、年間太陽熱と CGS 排熱の未利用量
はそれぞれ 52 MWh と 243 MWh となっている。 
 ケース 2 では一部の施設は分散型設備より冷暖房を供給するため、排熱の未利用量は一
番多いことが分かった。具体的に、全熱負荷の中に太陽熱、CGS 排熱と都市ガスの割合はそ
れぞれ 42.8％、28.8％と 28.4％となっている。また、ケース 3 は集中設備ケースであり、
太陽熱と CGS 排熱は全熱負荷の約 91.3％を供給し、残りの分は都市ガスより満たす。ケー
ス 4では燃料電池（発電効率が高くて、熱電比が小さい）を導入し、CGS 排熱の割合はケー
ス 2より小さくなっている。なお、ケース 5では「熱主電従」を採用し、CGS 排熱は全て利
用され、全熱負荷の約 40％を供給する。 
 具体的な排熱の利用状況について、図 6-33 は各ケースにおける太陽熱と CGS 排熱の利用
率を示している。全体から見ると、「熱主電従」を採用するケース 5を除いて、太陽熱の利
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用率 CGS 排熱の利用率より高いことが分かった。太陽熱の利用率について、ケース 1～5は




 以上の分析から見ると、地域分散型エネルギーシステムの導入により、太陽熱と CGS 排












































図 6-32 年間熱消費の構成 
 

























図 6-33 排熱の利用率 
 


























































図 6-35 月別熱需要の構成（ケース 1） 












































図 6-37 月別熱需要の構成（ケース 3） 
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 月別熱需要の特徴を理解すると共に、排熱を更に有効的に利用するため、時刻別熱需要



































図 6-40 時刻別熱需要の構成（ケース 0） 


















































図 6-42 時刻別熱需要の構成（ケース 2） 

















































図 6-44 時刻別熱需要の構成（ケース 4） 






















































































電気 ガス CGS削減 太陽熱削減 PV削減
23.3% 30.8% 36.8% 45.1% 40.8%
 
図 6-46 年間一次エネルギー消費 
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6.8.4 環境性評価 




間の CO2 排出量削減率で評価を行う。評価の対象は、CGS や冷温水発生機のように建物で




 具体的に、従来システムの CO2 排出量はガスの CO2 排出量と電力の CO2 排出量の和であ
る。一方、地域エネルギーシステムの CO2 排出量はガスの CO2 と電力の CO2 排出量の和で
あるが、この場合のガス消費量とは CGS のガス利用量とガス直接燃焼量の和である。また、
その削減率は従来システムの CO2 排出量と地域エネルギーシステムの CO2 排出量の差に従
来システムの CO2 排出量を割った値である。 
第三章で紹介した計算方法に基づいて、図 6-47 は全電源係数を利用する場合、各ケース






















電気 ガス CGS削減 太陽熱削減 PV削減
50.6% 63.0% 66.0% 70.4% 48.6%
 
図 6-47 年間 CO2 排出量 






























51.6% 68.5% 70.6% 74.2% 49.4%
 
 
図 6-48 排熱有効活用場合の年間 CO2 排出量 
                                                  
2低温バイナリー発電は、低温熱発電の発電方式の一つである。バイナリーサイクル発電、バイナリーサイ
クルとも呼ばれる。従来方式より短い開発期間、低い開発リスク、低コストで行う事が可能となる。 











ストを示す。ベースケース（ケース 0）と比べて、ケース 1、ケース 4とケース 5の年間総


























図 6-49 年間総コストの比較 
 





間総コストの比較を示す。ケース 0と比べて、ケース 1、ケース 4とケース 5の年間総コス



























図 6-50 年間総コストの比較（国内クレジット制度活用） 
 




























































陽光発電は全電力負荷の約 30％を満たす一方、全熱負荷の約 45％は太陽熱より賄う。 
② 地域エネルギーシステムの導入は優れた省エネルギー性と環境性を持っている。特
に、燃料電池を導入しているケース 4 では年間一次エネルギー消費と年間 CO2 排出
量はそれぞれ約 45.1％と 70.4％削減できる。 
③ 排熱の有効利用は地域エネルギーシステムの効果に影響に与える一つ重要なポイン
トとなっている。一つ利用方法として、低温水バイナリー発電による電力としての
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上海 HY 飯店を研究対象とし、エネルギー消費量の実測データを用い、特性を解析し、CGS の
導入による省エネルギー性・経済性・環境性を明らかにした。結果から見ると、現状では、
当ホテルは 350 kW の CGS を導入しているが、本研究で紹介した「 大直方体法」を利用し
て得られた容量は 2060 kW である。つまり、現状システムの容量はかなり小さいことがわ












よると、省エネルギー性および環境性の面から見ると、GE システムおよび FC システムに基




ければ、FC システムは 優先の選択である。なお、特定な設計と管理モードは特定な CGS
技術に適する。総合的にいえば、HT と EI モードを採用する場合、GE システムは 優先の
選択であり、ET モードでは、FC システムが 良である。更に、天然ガス価格を下げる方法
は住宅における CGS の導入を推進することができる。天然ガスの価格は現状の 70%に下がっ











ネルギー消費と年間 CO2 排出量はそれぞれ約 45.1％と 70.4％が削減可能である。排熱の有
効利用は地域エネルギーシステムの効果に影響を与える一つ重要なポイントとなっている。
一つの利用方法として、低温水バイナリー発電による電力のカスケード利用を提案し、年
間 CO2 排出量は 74％以上削減可能である。なお、分散型エネルギー技術の初期投資は高い
ため、現段階において地域分散エネルギーシステム導入の経済的なメリットは限定的であ

















































 ③ 国際互恵という視点から、CDM などの仕組みを考え、中国における分散型エネルギー
の導入促進策を検討していきたい。 
  ④ 中国では欧米、日本とのガスエンジンの合弁工場を実施しているとともに、分散型
エネルギーシステムを導入するコストは大幅に下げて、促進することが望まれている。 
  ⑤中国政府はさらに中国における分散型エネルギーの導入に対してあたらしい促進策を
考えるべきである。 
  ⑥今後では、分散型エネルギーシステムを導入するのは電力の供給安定性の確保への貢
献のうえに、上海都市電気負荷のピークを大幅に下げられるというので、上海電力部門か
らの更なる協力を得られることが望まれている。 
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